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１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

2023年11月24日に提出いたしました第19期第２四半期(自　2023年７月１日　至　2023年９月30日)四半期報告書の

記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため四半期報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。

 

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

第４　経理の状況

１　中間連結財務諸表

注記事項

(リース取引関係)

２．オペレーティング・リース取引

 

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。
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第一部 【企業情報】

 

第４ 【経理の状況】

 

１ 【中間連結財務諸表】

【注記事項】

(リース取引関係)

２．オペレーティング・リース取引

(訂正前)

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
（2023年３月31日）

当中間連結会計期間
（2023年９月30日）

１年内 11,120 11,051

１年超 49,707 44,960

合計 60,827 56,011
 

 

（貸主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
（2023年３月31日）

当中間連結会計期間
（2023年９月30日）

１年内 16,974 20,721

１年超 112,478 127,376

合計 129,453 148,098
 

 

(訂正後)

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
（2023年３月31日）

当中間連結会計期間
（2023年９月30日）

１年内 19,134 19,520

１年超 105,277 96,385

合計 124,412 115,906
 

 

（貸主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
（2023年３月31日）

当中間連結会計期間
（2023年９月30日）

１年内 17,230 21,128

１年超 112,478 130,792

合計 129,709 151,920
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